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1. はじめに

近年、事業環境の変化や経営戦略・事業戦略への対応を目的とした人材マネジメントへの

変革を推進する企業が増加しています。それに伴い、人事部門の改革や人事機能の高度

化が注目されています。具体的には、従来のオペレーション中心の人事機能から、より高付加

価値な業務を中心とした人事機能へシフトさせること、その一例として、事業リーダーのパート

ナーとしてのHRBPの設置やCoE機能の強化などがあげられます。

本調査は、各社における人事機能の実態を調査し、各社の人事機能変革に向けた現在地

を明らかにする目的で実施されました。

企業の人事機能の変革に向けて、検討する際の情報源として活用いただけたら幸いです。
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2. 調査概要

調査方法

オンラインでの調査票配信・記入方式
（マーサージャパン取引先データベース登録先への一斉ダイレクトメール配信・回収）

調査期間

2022年8月19日～9月16日

参加企業数

調査項目

企業基本情報

①Operataion機能の実態調査

②HRBP機能の実態調査

③CoE機能の実態調査

各機能の定義

①Operation

②HRBP (HR Business Partner)

③CoE

103

人事に関わる定型業務を中心とした業務処理を行う機能。給与計算、福利厚

生、採用実務など一定のルール・基準に基づき、大量の業務処理を行うことになる

ため、品質の標準化・向上やコスト面からの効率性・生産性の向上が求められる

企業戦略・事業戦略に基づいた人事戦略を構築・実行 支援すること、それに必要

な問題解決をミッションとし、経営・事業のパートナーと位置づけられる。HRBPは事

業部門・経営などマネジメントの単位ごとに設置され、事業固有の状況・課題に応

じた人材マネジメントを実現することが求められる

要員計画、報酬、採用、人材開発、育成等の各人材マネジメント領域の専門家

集団とされ、ナレッジの集積を行い、それに基づき、戦略実現のための人材マネジメ

ント施策の立案、人事制度、ポリシーの策定、施策定着・統制のためのモニタリン

グ、中央人事として実施すべき施策（タレントマネジメント、人材育成等）の企

画・実行が主な役割となる
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資本別集計

企業基本情報の日系資本／外資系資本に対する回答に基づき、

次のように分類しました

分類 回答

100%日本資本

（日本資本がマジョリティ）

100%外国資本

（外国資本がマジョリティ）

従業員規模別集計

企業基本情報の連結従業員数の回答に基づいています。

無回答企業があるため、従業員規模別集計の回答数合計は

調査参加企業数と一致しません。

注記

・ 単一回答の設問について、端数処理のため回答％の合計が100%に

ならない場合があります

・ データ機密性保護のため、結果を表示するために必要な最低回答数

に満たない場合は”--”と表示されます

Average

Median

25th and 75th Percentile

結果を表示するために必要な最低回答数

3

4

5

日本企業と外国企業との合弁企業

日本企業と外国企業との合弁企業

日系企業

外資系企業
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3. エグゼクティブサマリー
【全体サマリー】

近年、多くの企業が人材マネジメント改革に取り組まれており、これら改革をより効果的・効率

的に推進・運営していくためにも、人事機能のアップデートは不可欠と考えられる。

本調査の結果として、人事機能の強化・効率化に向けた関心の高さ、現在の取り組み状況や

今後のチャレンジの傾向が明らかとなった。

①Operation機能：各社更なる効率的な運営を追求し、業務集約化及び更なる集約対象

業務の拡大を進めている

②HRBP・CoE機能：外資系企業・日系企業により取り組み状況が大きく異なっており、日系

企業においては当機能設置が進んでいない状況にある

上記状況を踏まえ、企業による差はあるものの、今後人事機能の改革を推進していくうえのチャ

レンジは以下3点に集約された。

• 経営層も含めた改革必要性の認識醸成

• 各機能（HRBP/CoE/Operation）の役割再定義

• HRBP/CoE機能に求められるケイパビリティの獲得

【Operationパートサマリー】

■現状

53%の企業が既に何らかの形態で業務集約を実施済。26％の企業が「実施していないが今

後計画している」または「必要性は感じているが計画されていない」と回答しており、

全体として、人事オペレーションの効率化に対する高い関心がうかがえる。

■今後の方向性

業務集約を既に行っている各社においては、更なるオペレーション効率の追求が大きな方向性

となっている。

オペレーション効率を追求する上で、集約対象業務の拡大が進められており、業務としては、

”給与管理/社保・労保・税務関連”→福利厚生→採用管理/人事管理→研修管理・勤怠

管理”といった順に集約対象業務の拡大が進められている傾向が見受けられる。

■今後に向けたチャレンジ

集約対象業務の拡大に加え、より効率的なOperationを実現するため、

”集約組織内での継続的な作業効率・品質向上””Operationの前提となる規程・ルールの

標準化””サービスレベルとコストのバランス””他HR機能（HRBP/CoE）との役割分担”

が今後に向けたチャレンジとなる。
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【HRBPパートサマリー】

■現状

32%の企業でHRBPが設置されているものの、内訳としては日系企業での設置が23%・外資

系企業での設置が65%となっており、

現状、日系企業においてはHRBPの設置が進んでいないことがわかる。

■今後の方向性

日系企業において、現時点での設置は進んでいないものの、「設置していないが今後計画して

いる」「必要性は感じているが計画されていない」と回答した企業は59％となっており、

ジョブ型の人材マネジメントに代表されるビジネス起点での人事機能への転換が進む中、その中

枢を担うHRBPの設置は大きなトレンドになっていると考えられる。

また、既にHRBP設置している企業においては、"部門組織設計支援""ジョブ定義・配置支援

""組織開発・人材育成支援""PIP実施支援"といった役割をHRBPに期待している企業が

50%を超えており、中でも日系企業においては、"ジョブ定義・配置支援""PIP実施支援"の役

割が強く期待されている。

■今後に向けたチャレンジ

HRBPを設置していない企業にとっては、設置にあたって”経営層を含む組織としての必要性の

認識”と”HRBP人材の確保・育成”が大きなチャレンジとなっている。

HRBP設置済の企業においても、同様のチャレンジがあるが、特に、”HRBPの役割定義（主に

Operationとの線引き）”がチャレンジとして挙げられる。

また、HRBPの役割として"ジョブ定義・配置支援""PIP実施支援"を強化していく上では、

人材の流動性が低い日本の雇用環境や解雇規制を前提としつつも、従業員に求められる役

割の明確化とパフォーマンスマネジメントの強化が重要と考えられる。
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【CoEパートサマリー】

■現状

CoEの設置状況は、HRBPの設置状況と大きな差はなく37%に留まっている。

内訳として、日系企業では「設置している」が35％（注）、「設置していないが今後計画して

いる」及び「必要性は感じているが計画されていない」が48%と高い必要性が認識されている。

一方、外資系企業では「設置している」が43%、「設置していないが今後計画している」及び

「必要性は感じているが計画されていない」が26%となっており、外資系企業ではCoE機能を

GHQに配置しているケースが多いことがサーベイ結果に影響したと推察される。

（注）日本企業においても、従来の本社人事は存在するが、本調査ではCoEの役割を以下

と定義しているため、当該役割を果たす人事機能の有無として35%というサーベイ結果になっ

たと考えられる

＜CoEの役割＞

要員計画、報酬、採用、人材開発、育成等の各人材マネジメント領域の専門家集団とされ、

ナレッジの集積を行い、それに基づき、戦略実現のための人材マネジメント施策の立案、人事

制度、ポリシーの策定、施策定着・統制のためのモニタリング、中央人事として実施すべき施策

（タレントマネジメント、人材育成等）の企画・実行が主な役割となる

■今後の方向性

全体の傾向としては、全社戦略に基づく人材ポートフォリオの構築/外部ベンチマークを踏まえた

報酬ガイドラインの定義/全社単位でのデータ集計・分析を今後のCoEの役割として期待してい

る企業が多く、特に日系企業の76%が、今後期待するCoEの役割として、外部ベンチマークを

踏まえた報酬ガイドラインの定義/全社単位でのデータ集計・分析を挙げている。

対して、外資系企業では、88 %の企業が今後拡大していきたいの役割として、”全社戦略に

基づく人材ポートフォリオの構築”を挙げており、一般的にコスト（人件費）プレッシャーの強い

外資系日本法人において、戦略と整合した適切な人材確保に対する課題認識が強いことがこ

の結果に繋がったと推察される。

■今後に向けたチャレンジ

CoEを設置していない企業にとっては、設置にあたって”経営層を含む組織としての必要性の認

識”と”CoE人材の確保・育成”が大きなチャレンジとなっており、CoE設置にあたってはHRBP設

置と同様のチャレンジがあると考えられる。

CoE設置済の企業においても、HRBP設置におけるチャレンジと同様に、”CoEの役割定義

（主にOperationとの線引き）”がチャレンジとして挙げられるが、CoE機能固有のチャレンジと

しては、その機能性質から全社視点やマーケット視点のみならず、事業部視点を統合した現実

的な戦略立案を行うケイパビリティの獲得が挙げられており、CoE人材の育成においては、各人

事機能を跨いだキャリアパス形成がより重要であると考えられる。
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4. 調査結果

企業基本情報

企業名
参加企業一覧をご参照ください。

業種

回答数 % 回答数 % 回答数 %

鉱業 0 0% 0 0% 0 0%

建設業 2 3% 0 0% 2 2%

食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 4 5% 0 0% 4 4%

繊維工業 1 1% 0 0% 1 1%

木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品製造業 0 0% 0 0% 0 0%

化学工業製品・医薬品・化粧品 14 19% 3 14% 17 18%

石油製品・石炭製品製造業 0 0% 0 0% 0 0%

窯業・土石製品製造業 0 0% 0 0% 0 0%

鉄鋼業 0 0% 0 0% 0 0%

非鉄金属製造業 2 3% 0 0% 2 2%

金属製品製造業 2 3% 1 5% 3 3%

0 0% 0 0% 0 0%

電気機械器具製造業 6 8% 1 5% 7 7%

3 4% 1 5% 4 4%

輸送機械器具製造業 6 8% 2 9% 8 8%

その他の製造業 5 7% 4 18% 9 9%

電気・ガス・熱供給・水道業 1 1% 0 0% 1 1%

情報通信業 6 8% 2 9% 8 8%

情報サービス業 6 8% 0 0% 6 6%

運輸業 3 4% 0 0% 3 3%

卸売業、小売業 6 8% 5 23% 11 12%

金融業、保険業 1 1% 1 5% 2 2%

不動産業 2 3% 0 0% 2 2%

物品賃貸業 0 0% 0 0% 0 0%

宿泊業、飲料サービス業 0 0% 0 0% 0 0%

教育、学習支援、医療、福祉、複合サービス業 2 3% 1 5% 3 3%

サービス業 1 1% 1 5% 2 2%

合計 73 100% 22 100% 95 100%

機械製造業（汎用機械器具、生産用機械器具、

業務用機械器具）

情報通信機械器具、電子部品・デバイス・電子回路製造業

回答
日系企業 外資系企業 合計
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売上規模
単体

回答数 % 回答数 % 回答数 %

10億円未満 5 6% 1 5% 6 6%

10億円以上　50億円未満 3 4% 2 9% 5 5%

50億円以上　100億円未満 7 9% 6 27% 13 13%

100億円以上　500億円未満 15 19% 7 32% 22 22%

500億円以上　1,000億円未満 12 15% 1 5% 13 13%

1,000億円以上　5,000億円未満 27 34% 4 18% 31 31%

5,000億円以上　1兆円未満 3 4% 0 0% 3 3%

1兆円以上 7 9% 1 5% 8 8%

合計 79 100% 22 100% 101 100%

連結

回答数 % 回答数 % 回答数 %

10億円未満 1 1% 0 0% 1 1%

10億円以上　50億円未満 3 4% 0 0% 3 3%

50億円以上　100億円未満 2 3% 2 10% 4 4%

100億円以上　500億円未満 12 15% 4 20% 16 16%

500億円以上　1,000億円未満 10 13% 1 5% 11 11%

1,000億円以上　5,000億円未満 30 38% 5 25% 35 35%

5,000億円以上　1兆円未満 11 14% 3 15% 14 14%

1兆円以上 11 14% 5 25% 16 16%

合計 80 100% 20 100% 100 100%

回答
日系企業 外資系企業 合計

回答
日系企業 外資系企業 合計
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従業員数　　
単体

回答数 % 回答数 % 回答数 %

500人未満 18 23% 17 74% 35 34%

500人以上　1,000人未満 14 18% 1 4% 15 15%

1,000人以上　5,000人未満 37 47% 4 17% 41 40%

5,000人以上　10,000人未満 1 1% 1 4% 2 2%

10,000人以上　25,000人未満 7 9% 0 0% 7 7%

25,000人以上　50,000人未満 2 3% 0 0% 2 2%

50,000人以上 0 0% 0 0% 0 0%

合計 79 100% 23 100% 102 100%

連結

回答数 % 回答数 % 回答数 %

500人未満 8 10% 5 24% 13 13%

500人以上　1,000人未満 8 10% 1 5% 9 9%

1,000人以上　5,000人未満 25 31% 4 19% 29 29%

5,000人以上　10,000人未満 13 16% 2 10% 15 15%

10,000人以上　25,000人未満 13 16% 5 24% 18 18%

25,000人以上　50,000人未満 7 9% 0 0% 7 7%

50,000人以上 6 8% 4 19% 10 10%

合計 80 100% 21 100% 101 100%

日系資本／外資系資本

回答数 % 回答数 % 回答数 %

100％日本資本 79 99% 0 0% 79 77%

1 1% 0 0% 1 1%

100％外国資本 0 0% 20 87% 20 19%

0 0% 3 13% 3 3%

合計 80 100% 23 100% 103 100%

日本企業と外国企業との合弁企業（日本資本がマジョリティ）

日本企業と外国企業との合弁企業（外国資本がマジョリティ）

回答
日系企業 外資系企業 合計

回答
日系企業 外資系企業 合計

回答
日系企業 外資系企業 合計
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①Operataion機能の実態調査

Operation機能の定義

(ア) 自社における業務集約化（シェアードサービス・BPOなど）の実施状況をご回答ください

自社を含む国内連結会社を対象とした、業務集約化の実施状況をご回答ください

回答数 % 回答数 % 回答数 %

A.	実施している 40 50% 15 65% 55 53%

B.	実施していないが今後計画している 9 11% 0 0% 9 9%

C.	必要性は感じているが計画されていない 17 21% 1 4% 18 17%

D. 必要性は感じておらず計画されていない 14 18% 7 30% 21 20%

合計 80 100% 23 100% 103 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

A.	実施している 12 55% 10 34% 11 73% 20 57%

B.	実施していないが今後計画している 1 5% 4 14% 0 0% 4 11%

C.	必要性は感じているが計画されていない 4 18% 8 28% 1 7% 5 14%

D. 必要性は感じておらず計画されていない 5 23% 7 24% 3 20% 6 17%

合計 22 100% 29 100% 15 100% 35 100%

5,000人未満 10,000人未満

人事に関わる定型業務を中心とした業務処理を行う機能。給与計算、福利厚生、採用実務など一定のルール・基準に基

づき、大量の業務処理を行うことになるため、品質の標準化・向上やコスト面からの効率性・生産性の向上が求められる

資本別
日系企業 外資系企業 合計

10,000人以上
従業員規模別

1,000人未満
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(イ) （ア）でA.実施していると回答頂いた場合、業務集約化を実施している対象業務及び

今後集約化を希望されている業務をご回答ください（複数選択）

現在実施している業務

回答数 % 回答数 % 回答数 %

新卒採用 17 44% 5 33% 22 41%

中途採用 19 49% 8 53% 27 50%

入社 21 54% 8 53% 29 54%

異動・出向・転籍 17 44% 7 47% 24 44%

休職・復職 14 36% 5 33% 19 35%

退職 17 44% 6 40% 23 43%

評価 12 31% 6 40% 18 33%

昇降格 13 33% 6 40% 19 35%

給与改定・賞与査定 15 38% 6 40% 21 39%

証明書発行 20 51% 7 47% 27 50%

研修管理・実施 18 46% 5 33% 23 43%

予実管理 7 18% 3 20% 10 19%

休暇管理 20 51% 8 53% 28 52%

勤務予実管理 14 36% 7 47% 21 39%

工数管理 11 28% 3 20% 14 26%

月例給与計算 34 87% 12 80% 46 85%

賞与計算 31 79% 11 73% 42 78%

退職金 25 64% 10 67% 35 65%

海外給 20 51% 6 40% 26 48%

支払・仕訳 25 64% 8 53% 33 61%

厚生年金 28 72% 12 80% 40 74%

健康保険 28 72% 12 80% 40 74%

労働保険 27 69% 12 80% 39 72%

企業年金基金 27 69% 7 47% 34 63%

住民税 30 77% 12 80% 42 78%

所得税 30 77% 12 80% 42 78%

年末調整 29 74% 12 80% 41 76%

福利厚生 福利厚生 25 64% 7 47% 32 59%

その他 その他（詳細をご記入ください） 1 3% 1 7% 2 4%

回答社数 39 15 54

日系企業 外資系企業 合計
現在実施している業務 - 資本別

採用管理

人事管理

研修管理

勤怠管理

給与管理

社保・労務・

税関連
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回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

新卒採用 3 27% 6 60% 3 27% 10 50%

中途採用 4 36% 5 50% 4 36% 13 65%

入社 6 55% 6 60% 5 45% 12 60%

異動・出向・転籍 3 27% 5 50% 5 45% 11 55%

休職・復職 2 18% 5 50% 4 36% 8 40%

退職 4 36% 5 50% 4 36% 10 50%

評価 2 18% 5 50% 3 27% 7 35%

昇降格 2 18% 5 50% 3 27% 8 40%

給与改定・賞与査定 1 9% 6 60% 3 27% 10 50%

証明書発行 4 36% 6 60% 5 45% 12 60%

研修管理・実施 1 9% 6 60% 6 55% 10 50%

予実管理 1 9% 3 30% 3 27% 3 15%

休暇管理 4 36% 5 50% 7 64% 11 55%

勤務予実管理 4 36% 3 30% 6 55% 8 40%

工数管理 2 18% 3 30% 4 36% 5 25%

月例給与計算 10 91% 9 90% 9 82% 17 85%

賞与計算 8 73% 9 90% 9 82% 15 75%

退職金 4 36% 8 80% 8 73% 14 70%

海外給 1 9% 8 80% 5 45% 12 60%

支払・仕訳 3 27% 8 80% 7 64% 14 70%

厚生年金 8 73% 8 80% 8 73% 15 75%

健康保険 8 73% 8 80% 8 73% 15 75%

労働保険 7 64% 8 80% 9 82% 14 70%

企業年金基金 5 45% 8 80% 8 73% 13 65%

住民税 9 82% 8 80% 9 82% 15 75%

所得税 9 82% 8 80% 9 82% 15 75%

年末調整 9 82% 8 80% 9 82% 14 70%

福利厚生 福利厚生 3 27% 7 70% 8 73% 14 70%

その他 その他（詳細をご記入ください） 0 0% 0 0% 1 9% 1 5%

回答社数 11 10 11 20

その他コメント

・　労務システムを共有

・　HRデータ管理

5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上

採用管理

人事管理

1,000人未満
現在実施している業務　- 従業員規模別

研修管理

勤怠管理

給与管理

社保・労務・

税関連
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今後希望される業務

回答数 % 回答数 % 回答数 %

新卒採用 6 38% 0 0% 6 30%

中途採用 5 31% 1 25% 6 30%

入社 10 63% 1 25% 11 55%

異動・出向・転籍 5 31% 0 0% 5 25%

休職・復職 7 44% 1 25% 8 40%

退職 8 50% 1 25% 9 45%

評価 5 31% 0 0% 5 25%

昇降格 5 31% 0 0% 5 25%

給与改定・賞与査定 6 38% 0 0% 6 30%

証明書発行 9 56% 1 25% 10 50%

研修管理・実施 8 50% 0 0% 8 40%

予実管理 10 63% 1 25% 11 55%

休暇管理 8 50% 1 25% 9 45%

勤務予実管理 9 56% 0 0% 9 45%

工数管理 8 50% 1 25% 9 45%

月例給与計算 6 38% 0 0% 6 30%

賞与計算 7 44% 0 0% 7 35%

退職金 5 31% 0 0% 5 25%

海外給 8 50% 0 0% 8 40%

支払・仕訳 9 56% 1 25% 10 50%

厚生年金 5 31% 0 0% 5 25%

健康保険 5 31% 0 0% 5 25%

労働保険 5 31% 0 0% 5 25%

企業年金基金 4 25% 0 0% 4 20%

住民税 7 44% 0 0% 7 35%

所得税 7 44% 0 0% 7 35%

年末調整 6 38% 0 0% 6 30%

福利厚生 福利厚生 6 38% 1 25% 7 35%

その他 その他（詳細をご記入ください） 0 0% 0 0% 0 0%

回答社数 16 4 20

外資系企業 合計

採用管理

研修管理

勤怠管理

給与管理

社保・労務・

税関連

日系企業
今後希望される業務 - 資本別

人事管理
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回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

新卒採用 1 25% 1 33% 0 0% 4 44%

中途採用 0 0% 1 33% 1 25% 4 44%

入社 2 50% 2 67% 1 25% 6 67%

異動・出向・転籍 0 0% 2 67% 0 0% 3 33%

休職・復職 1 25% 2 67% 0 0% 5 56%

退職 1 25% 2 67% 1 25% 5 56%

評価 0 0% 2 67% 0 0% 3 33%

昇降格 0 0% 2 67% 0 0% 3 33%

給与改定・賞与査定 0 0% 2 67% 0 0% 4 44%

証明書発行 2 50% 1 33% 2 50% 5 56%

研修管理・実施 1 25% 2 67% 2 50% 3 33%

予実管理 1 25% 3 100% 2 50% 5 56%

休暇管理 2 50% 2 67% 0 0% 5 56%

勤務予実管理 1 25% 3 100% 2 50% 3 33%

工数管理 1 25% 3 100% 2 50% 3 33%

月例給与計算 1 25% 1 33% 2 50% 2 22%

賞与計算 1 25% 1 33% 2 50% 3 33%

退職金 0 0% 1 33% 2 50% 2 22%

海外給 1 25% 1 33% 2 50% 4 44%

支払・仕訳 2 50% 1 33% 3 75% 4 44%

厚生年金 0 0% 1 33% 2 50% 2 22%

健康保険 0 0% 1 33% 2 50% 2 22%

労働保険 0 0% 1 33% 2 50% 2 22%

企業年金基金 0 0% 1 33% 1 25% 2 22%

住民税 1 25% 1 33% 2 50% 3 33%

所得税 1 25% 1 33% 2 50% 3 33%

年末調整 1 25% 1 33% 1 25% 3 33%

福利厚生 福利厚生 2 50% 1 33% 1 25% 3 33%

その他 その他（詳細をご記入ください） 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

回答社数 4 3 4 9

その他コメント

なし

10,000人未満 10,000人以上5,000人未満

給与管理

社保・労務・

税関連

採用管理

人事管理

研修管理

勤怠管理

今後希望される業務 - 従業員規模別
1,000人未満

Copyright © 2022 Mercer Japan Ltd. All rights reserved.



人事機能実態調査 17

(ウ) （ア）でA.実施していると回答頂いた場合、領域単位での業務集約化実態 をご回答ください

集約形態／対象会社／制度・規程・ルールの標準化状況

回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 11 69% 3 38% 14 58%

グループ会社集約 4 25% 2 25% 6 25%

BPO 1 6% 3 38% 4 17%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

合計 16 100% 8 100% 24 100%

国内グループ会社一部 8 53% 1 13% 9 39%

国内グループ会社全て 7 47% 7 88% 14 61%

合計 15 100% 8 100% 23 100%

集約対象会社内で全て統一されている 7 47% 3 38% 10 43%

集約対象会社内で一部統一されている 7 47% 5 63% 12 52%

集約対象会社内で全く統一されていない 1 7% 0 0% 1 4%

合計 15 100% 8 100% 23 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 3 75% 4 100% 2 50% 4 36%

グループ会社集約 0 0% 0 0% 2 50% 4 36%

BPO 1 25% 0 0% 0 0% 3 27%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 4 100% 4 100% 4 100% 11 100%

国内グループ会社一部 1 25% 0 0% 2 50% 6 60%

国内グループ会社全て 3 75% 4 100% 2 50% 4 40%

合計 4 100% 4 100% 4 100% 10 100%

集約対象会社内で全て統一されている 2 50% 2 50% 3 75% 2 20%

集約対象会社内で一部統一されている 2 50% 2 50% 1 25% 7 70%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 0 0% 1 10%

合計 4 100% 4 100% 4 100% 10 100%

外資系企業

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

採用管理 - 資本別
日系企業

制度・規程・

ルールの標

準化状況

採用管理 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上

集約形態

対象会社

合計
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人事機能実態調査 18

回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 14 67% 4 44% 18 60%

グループ会社集約 5 24% 3 33% 8 27%

BPO 2 10% 2 22% 4 13%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

合計 21 100% 9 100% 30 100%

国内グループ会社一部 11 55% 2 22% 13 45%

国内グループ会社全て 9 45% 7 78% 16 55%

合計 20 100% 9 100% 29 100%

集約対象会社内で全て統一されている 9 45% 4 44% 13 45%

集約対象会社内で一部統一されている 11 55% 4 44% 15 52%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 1 11% 1 3%

合計 20 100% 9 100% 29 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 5 83% 5 100% 2 40% 5 38%

グループ会社集約 0 0% 0 0% 2 40% 6 46%

BPO 1 17% 0 0% 1 20% 2 15%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 6 100% 5 100% 5 100% 13 100%

国内グループ会社一部 2 33% 1 20% 4 80% 6 50%

国内グループ会社全て 4 67% 4 80% 1 20% 6 50%

合計 6 100% 5 100% 5 100% 12 100%

集約対象会社内で全て統一されている 2 33% 2 40% 3 60% 5 42%

集約対象会社内で一部統一されている 4 67% 3 60% 1 20% 7 58%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 1 20% 0 0%

合計 6 100% 5 100% 5 100% 12 100%

日系企業 外資系企業

人事管理 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満 10,000人以上

人事管理 - 資本別
合計

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

10,000人未満

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況
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回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 11 73% 1 20% 12 60%

グループ会社集約 2 13% 1 20% 3 15%

BPO 2 13% 1 20% 3 15%

その他 0 0% 2 40% 2 10%

合計 15 100% 5 100% 20 100%

国内グループ会社一部 9 64% 1 20% 10 53%

国内グループ会社全て 5 36% 4 80% 9 47%

合計 14 100% 5 100% 19 100%

集約対象会社内で全て統一されている 7 50% 1 20% 8 42%

集約対象会社内で一部統一されている 6 43% 4 80% 10 53%

集約対象会社内で全く統一されていない 1 7% 0 0% 1 5%

合計 14 100% 5 100% 19 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 1 100% 4 100% 3 50% 4 44%

グループ会社集約 0 0% 0 0% 1 17% 2 22%

BPO 0 0% 0 0% 1 17% 2 22%

その他 0 0% 0 0% 1 17% 1 11%

合計 1 100% 4 100% 6 100% 9 100%

国内グループ会社一部 0 0% 1 25% 4 67% 5 63%

国内グループ会社全て 1 100% 3 75% 2 33% 3 38%

合計 1 100% 4 100% 6 100% 8 100%

集約対象会社内で全て統一されている 1 100% 2 50% 3 50% 2 25%

集約対象会社内で一部統一されている 0 0% 2 50% 3 50% 5 63%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 0 0% 1 13%

合計 1 100% 4 100% 6 100% 8 100%

10,000人以上

合計

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

制度・規程・

ルールの標

準化状況

研修管理 - 資本別

集約形態

対象会社

日系企業 外資系企業

研修管理 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満
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回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 11 61% 4 50% 15 58%

グループ会社集約 5 28% 1 13% 6 23%

BPO 2 11% 3 38% 5 19%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

合計 18 100% 8 100% 26 100%

国内グループ会社一部 8 47% 2 25% 10 40%

国内グループ会社全て 9 53% 6 75% 15 60%

合計 17 100% 8 100% 25 100%

集約対象会社内で全て統一されている 7 41% 5 71% 12 50%

集約対象会社内で一部統一されている 9 53% 2 29% 11 46%

集約対象会社内で全く統一されていない 1 6% 0 0% 1 4%

合計 17 100% 7 100% 24 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 3 75% 4 100% 3 43% 4 40%

グループ会社集約 0 0% 0 0% 2 29% 4 40%

BPO 1 25% 0 0% 2 29% 2 20%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 4 100% 4 100% 7 100% 10 100%

国内グループ会社一部 1 25% 1 25% 4 57% 4 44%

国内グループ会社全て 3 75% 3 75% 3 43% 5 56%

合計 4 100% 4 100% 7 100% 9 100%

集約対象会社内で全て統一されている 3 75% 1 25% 2 33% 5 56%

集約対象会社内で一部統一されている 1 25% 3 75% 4 67% 3 33%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 0 0% 1 11%

合計 4 100% 4 100% 6 100% 9 100%

10,000人以上

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

勤怠管理 - 従業員規模別

勤怠管理 - 資本別
日系企業 外資系企業 合計

1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況
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回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 14 42% 4 33% 18 40%

グループ会社集約 10 30% 1 8% 11 24%

BPO 9 27% 7 58% 16 36%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

合計 33 100% 12 100% 45 100%

国内グループ会社一部 18 58% 2 17% 20 47%

国内グループ会社全て 13 42% 10 83% 23 53%

合計 31 100% 12 100% 43 100%

集約対象会社内で全て統一されている 12 39% 7 64% 19 45%

集約対象会社内で一部統一されている 17 55% 4 36% 21 50%

集約対象会社内で全く統一されていない 2 6% 0 0% 2 5%

合計 31 100% 11 100% 42 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 4 40% 5 63% 4 44% 5 29%

グループ会社集約 0 0% 1 13% 3 33% 7 41%

BPO 6 60% 2 25% 2 22% 5 29%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 10 100% 8 100% 9 100% 17 100%

国内グループ会社一部 2 22% 2 25% 6 67% 10 63%

国内グループ会社全て 7 78% 6 75% 3 33% 6 38%

合計 9 100% 8 100% 9 100% 16 100%

集約対象会社内で全て統一されている 7 78% 3 38% 2 25% 6 38%

集約対象会社内で一部統一されている 2 22% 5 63% 5 63% 9 56%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 1 13% 1 6%

合計 9 100% 8 100% 8 100% 16 100%

集約形態

対象会社

給与管理 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上

制度・規程・

ルールの標

準化状況

合計

集約形態

外資系企業
給与管理 - 資本別

制度・規程・

ルールの標

準化状況

対象会社

日系企業
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回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 13 43% 4 33% 17 40%

グループ会社集約 10 33% 1 8% 11 26%

BPO 7 23% 7 58% 14 33%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

合計 30 100% 12 100% 42 100%

国内グループ会社一部 17 61% 2 17% 19 48%

国内グループ会社全て 11 39% 10 83% 21 53%

合計 28 100% 12 100% 40 100%

集約対象会社内で全て統一されている 15 54% 7 64% 22 56%

集約対象会社内で一部統一されている 12 43% 4 36% 16 41%

集約対象会社内で全く統一されていない 1 4% 0 0% 1 3%

合計 28 100% 11 100% 39 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 4 44% 5 63% 4 44% 4 27%

グループ会社集約 0 0% 1 13% 3 33% 7 47%

BPO 5 56% 2 25% 2 22% 4 27%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 9 100% 8 100% 9 100% 15 100%

国内グループ会社一部 2 25% 2 25% 7 78% 8 57%

国内グループ会社全て 6 75% 6 75% 2 22% 6 43%

合計 8 100% 8 100% 9 100% 14 100%

集約対象会社内で全て統一されている 6 75% 5 63% 4 50% 7 50%

集約対象会社内で一部統一されている 2 25% 3 38% 4 50% 6 43%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 0 0% 1 7%

合計 8 100% 8 100% 8 100% 14 100%

10,000人未満

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

集約形態 - 社保・労保・税関連 - 資本別
日系企業 外資系企業 合計

10,000人以上
集約形態 - 社保・労保・税関連 - 従業員規模別

1,000人未満 5,000人未満

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況
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回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 9 38% 2 29% 11 35%

グループ会社集約 12 50% 1 14% 13 42%

BPO 3 13% 3 43% 6 19%

その他 0 0% 1 14% 1 3%

合計 24 100% 7 100% 31 100%

国内グループ会社一部 11 48% 2 29% 13 43%

国内グループ会社全て 12 52% 5 71% 17 57%

合計 23 100% 7 100% 30 100%

集約対象会社内で全て統一されている 11 48% 4 67% 15 52%

集約対象会社内で一部統一されている 12 52% 2 33% 14 48%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 0 0%

合計 23 100% 6 100% 29 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 2 67% 5 83% 2 25% 2 14%

グループ会社集約 0 0% 1 17% 5 63% 7 50%

BPO 1 33% 0 0% 1 13% 4 29%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 1 7%

合計 3 100% 6 100% 8 100% 14 100%

国内グループ会社一部 1 33% 1 17% 4 50% 7 54%

国内グループ会社全て 2 67% 5 83% 4 50% 6 46%

合計 3 100% 6 100% 8 100% 13 100%

集約対象会社内で全て統一されている 3 100% 3 50% 3 43% 6 46%

集約対象会社内で一部統一されている 0 0% 3 50% 4 57% 7 54%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 3 100% 6 100% 7 100% 13 100%

合計

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

集約形態

対象会社

日系企業 外資系企業

制度・規程・

ルールの標

準化状況

福利厚生 - 資本別

福利厚生 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上
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回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 1 100% 0 0% 1 50%

グループ会社集約 0 0% 1 100% 1 50%

BPO 0 0% 0 0% 0 0%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

合計 1 100% 1 100% 2 100%

国内グループ会社一部 1 100% 0 0% 1 50%

国内グループ会社全て 0 0% 1 100% 1 50%

合計 1 100% 1 100% 2 100%

集約対象会社内で全て統一されている 0 0% 1 100% 1 50%

集約対象会社内で一部統一されている 0 0% 0 0% 0 0%

集約対象会社内で全く統一されていない 1 100% 0 0% 1 50%

合計 1 100% 1 100% 2 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

本社集約 0 0% 0 0% 1 100% 0 0%

グループ会社集約 0 0% 0 0% 0 0% 1 100%

BPO 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

合計 0 0% 0 0% 1 100% 1 100%

国内グループ会社一部 0 0% 0 0% 1 100% 0 0%

国内グループ会社全て 0 0% 0 0% 0 0% 1 100%

合計 0 0% 0 0% 1 100% 1 100%

集約対象会社内で全て統一されている 0 0% 0 0% 0 0% 1 100%

集約対象会社内で一部統一されている 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

集約対象会社内で全く統一されていない 0 0% 0 0% 1 100% 0 0%

合計 0 0% 0 0% 1 100% 1 100%

その他 - 資本別

10,000人以上

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

日系企業 外資系企業 合計

10,000人未満

集約形態

対象会社

制度・規程・

ルールの標

準化状況

その他 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満
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業務ごとの人数

採用管理 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 8 27 271 757 662

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 6 178 230 459 347

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 2 -- -- -- --

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 3 -- -- -- 1,013

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 3 -- -- -- 403

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 6 65 185 245 283

合計 担当者あたり管理対象人数 14 33 230 631 527

人事管理 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 12 273 369 595 507

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 6 181 193 300 308

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 4 -- 156 -- 286

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 4 -- 300 -- 286

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 3 -- -- -- 503

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 7 193 294 833 592

合計 担当者あたり管理対象人数 18 189 300 554 441

研修管理 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 9 420 1,000 1,167 868

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 5 200 260 500 378

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 3 -- -- -- 807

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 5 174 875 1,167 706

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 6 215 416 893 626

合計 担当者あたり管理対象人数 14 215 536 1,125 693

勤怠管理 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 12 390 1,067 1,271 936

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 7 178 200 738 564

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 3 -- -- -- 398

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 3 -- -- -- 407

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 6 1,188 1,292 1,646 1,397

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 7 193 233 825 627

合計 担当者あたり管理対象人数 19 217 650 1,208 799

給与管理 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 21 211 667 1,000 706

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 12 170 193 438 438

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 8 80 141 203 240

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 6 233 317 646 451

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 8 917 1,167 1,338 1,138

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 10 208 500 714 617

合計 担当者あたり管理対象人数 33 183 333 975 608
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社保・労保・税関連 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 17 233 667 1,125 754

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 12 170 193 438 519

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 7 111 150 235 406

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 6 308 377 668 523

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 8 823 1,083 1,338 1,101

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 7 193 233 667 582

合計 担当者あたり管理対象人数 29 183 333 1,000 657

福利厚生 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 14 250 619 1,375 819

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 7 178 200 1,125 6,685

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 2 -- -- -- --

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 5 211 300 500 394

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 7 619 1,500 1,750 1,201

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 7 193 233 667 556

合計 担当者あたり管理対象人数 21 210 500 1,500 2,774

その他 回答数 25P 50P 75P Mean

日系企業 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

外資系企業 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

1,000人未満 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

5,000人未満 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

10,000人未満 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

10,000人以上 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --

合計 担当者あたり管理対象人数 0 -- -- -- --
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(エ)

＜集約組織内における継続的な効率性・品質向上＞

＜その他＞

・ 給与関連業務のBPO後、異動歴等、月例給与に直接関連しない人事情報の内製・維持管理をどう進めていくか

・ 集約が不十分な点も多く。効率向上につながっていない。また、各社のきめ細かい人事管理が行き届かない面も多い

・ それぞれの子会社の改善したい事、修正したいことを即座に反映することが難しい

・ BPOにより社員の問合せ先が委託先か社内かがわかりにくくなっている

・ 制度が全く異なる業種の違う国内関係会社の業務集約

・ 業務の切り分け方が難しい。

・ 全体最適と各事業部最適のバランス、本社人事とHRBPの役割分担

・ グループ会社のオペレーション機能に委託できていない業務があり、HRBPやCOEにオペレーション業務が残っている

・ 人事機能がオペレーションに偏ってしまっている

＜サービスレベル＞

・ 採用業務については海外の採用スペシャリストが一元管理・対応する原則だが、一部英語がさほど必要ではないポジションや、法律

の規制が複雑な派遣スタッフ採用については一部Operationのローカル担当が肩代わりしている

＜他HR機能との役割分担＞

・ さらなる効率化。時短化の仕組み。

＜規程・ルールの標準化＞

・ システムを共通化しシステム設定・管理を本社人事部に集約したが、細かな運用は拠点・子会社毎に担当者が行っており、標準

化等による全体の効率化を進める必要がある。

・ 関連会社間の各種規定や給与計算・勤怠管理システムが異なる。また、関連会社側での労務管理スタッフの知見が向上しにくい

ため、必要な人員やパフォーマンスを確保しづらい

・ 制度の統一とバックアップ体制（グループ会社含むジョブローテーション）

（ア）でA.実施していると回答頂いた場合、業務集約組織を運営されている中での課題認識をご回答ください（自由記述）

・ SSCが事務センター化している。(ただ、作業をするだけで、付加価値を生む取り組み(プロセス改善など)をしない)

・ ゴールセットが無く、費用対効果の継続的な検証がなされていない

・ グループ会社により、給与の独自ルールが一部存在し、当該グループ会社での計算入力工数が存在する。

・ 単に業務移管を行ったレベルで、標準化できていない。

・ 社内シェアドサービス会社から外部BPOへの移換中。外部BPOする場合、グループ内の規程・運用の標準化が必要。

・ 制度・ルールの統合およびシステム間のデータ連携
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(オ) （ア）でB.実施していないが今後計画している/C.必要性は感じているが計画されていないと回答頂いた場合、

今後業務集約化を希望されている対象業務をご回答ください（複数選択）

回答数 % 回答数 % 回答数 %

新卒採用 7 27% 1 100% 8 30%

中途採用 7 27% 1 100% 8 30%

入社 7 27% 1 100% 8 30%

異動・出向・転籍 7 27% 0 0% 7 26%

休職・復職 4 15% 0 0% 4 15%

退職 5 19% 0 0% 5 19%

評価 2 8% 0 0% 2 7%

昇降格 3 12% 0 0% 3 11%

給与改定・賞与査定 5 19% 0 0% 5 19%

証明書発行 9 35% 1 100% 10 37%

研修管理・実施 8 31% 1 100% 9 33%

予実管理 4 15% 0 0% 4 15%

休暇管理 11 42% 1 100% 12 44%

勤務予実管理 9 35% 1 100% 10 37%

工数管理 4 15% 1 100% 5 19%

月例給与計算 25 96% 1 100% 26 96%

賞与計算 22 85% 1 100% 23 85%

退職金 19 73% 1 100% 20 74%

海外給 14 54% 1 100% 15 56%

支払・仕訳 16 62% 1 100% 17 63%

厚生年金 20 77% 1 100% 21 78%

健康保険 20 77% 1 100% 21 78%

労働保険 18 69% 1 100% 19 70%

企業年金基金 12 46% 1 100% 13 48%

住民税 20 77% 1 100% 21 78%

所得税 20 77% 1 100% 21 78%

年末調整 20 77% 1 100% 21 78%

福利厚生 福利厚生 13 50% 1 100% 14 52%

その他 その他（詳細をご記入ください） 0 0% 0 0% 0 0%

回答社数 26 1 27

採用管理

人事管理

研修管理

勤怠管理

給与管理

社保・労務・

税関連

日系企業 外資系企業 合計
今後集約化を希望されている業務 - 資本別
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回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

新卒採用 0 0% 5 42% 1 100% 2 22%

中途採用 1 20% 4 33% 1 100% 2 22%

入社 1 20% 3 25% 0 0% 4 44%

異動・出向・転籍 1 20% 2 17% 0 0% 4 44%

休職・復職 1 20% 0 0% 0 0% 3 33%

退職 0 0% 2 17% 0 0% 3 33%

評価 0 0% 0 0% 1 100% 1 11%

昇降格 0 0% 1 8% 1 100% 1 11%

給与改定・賞与査定 0 0% 1 8% 1 100% 3 33%

証明書発行 2 40% 3 25% 0 0% 5 56%

研修管理・実施 0 0% 3 25% 1 100% 5 56%

予実管理 0 0% 1 8% 0 0% 3 33%

休暇管理 3 60% 4 33% 0 0% 5 56%

勤務予実管理 3 60% 3 25% 0 0% 4 44%

工数管理 1 20% 1 8% 1 100% 2 22%

月例給与計算 4 80% 12 100% 1 100% 9 100%

賞与計算 3 60% 11 92% 0 0% 9 100%

退職金 2 40% 9 75% 1 100% 8 89%

海外給 2 40% 5 42% 0 0% 8 89%

支払・仕訳 2 40% 7 58% 0 0% 8 89%

厚生年金 4 80% 9 75% 0 0% 8 89%

健康保険 4 80% 9 75% 0 0% 8 89%

労働保険 4 80% 8 67% 0 0% 7 78%

企業年金基金 4 80% 4 33% 0 0% 5 56%

住民税 4 80% 9 75% 0 0% 8 89%

所得税 4 80% 9 75% 0 0% 8 89%

年末調整 4 80% 9 75% 0 0% 8 89%

福利厚生 福利厚生 3 60% 3 25% 1 100% 7 78%

その他 その他（詳細をご記入ください） 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

回答社数 5 12 1 9

その他コメント

回答なし

人事管理

研修管理

勤怠管理

給与管理

社保・労務・

税関連

5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上今後集約化を希望されている業務

 - 従業員規模別

1,000人未満

採用管理
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(カ) （ア）でB.実施していないが今後計画している/C.必要性は感じているが計画されていないと回答頂いた場合、

今後業務集約化を進めていく上での課題認識をご回答ください（自由記述）

＜その他＞

・ BPOを実施した場合の業務知識の維持、人材育成

＜集約化組織の体制・人事マネジメント＞

・ 人事部門内におけるシェアード化に対する認識不足（経験不足）／グループ会社における人事担当者のスキル不足／業務効率

化の進展の遅れ

・ 現在従事している人員の配置転換

・ 適切なアウトソース先の選定と従業員の再配置を含めた処遇

＜集約化立ち上げにかかる工数＞

・ 初期体力がかかるため、工数捻出が難しい

・ 国内グループ会社との報酬水準と福利厚生の差、並びに人事管理の考え方のある程度整理する必要性があるが、その整理にかけ

る工数がない

・ 実務対応する工数が割きづらい

・ コンプライアンス上の問題の把握が必要だが、親会社もリソースが避けない状況がある

・ 会社間での情報(個人情報含む)受け渡しの問題／業務量に応じた負担金調整の問題／まとまった人材リソースの確保の問題

・ 標準化、規定化が出来ていない

・ 各拠点独自のやり方や進め方、集約しにくい部分が残ってしまう

・ 人事・勤怠・給与システムの統一

・ グループ各社間での制度の差の対応

・ 給与算定など、自社の仕組み（ルール）が複雑化していることから、要件定義が困難

＜規程・ルール・業務・システムの標準化/簡素化＞

・ 人給制度の統一／ワークフローシステムの統一

・ それぞれの拠点で独自に実施されている業務の集約化が必要

・ 集約業務の選別／制度の統一／組織体制、要員確保

・ グループ各社で就業規則・労務管理（時間管理等も含む）が異なるため、一定のルール統合が必要

・ 人事制度の統一
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(キ) 業務集約組織を除き、Operationを実施している担当者数をご回答ください

自社単体内で、Operation業務を実施されている方の担当者数をご回答ください

※フルタイム勤務者を1人とし、兼務者・時短者のカウントについては、概算でご回答ください

Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

正社員 67 4 6 20 19

契約社員 67 0 0 1 2

派遣社員 67 0 0 2 2

社外人材（ベンダー等） 66 0 0 0 1

その他 66 0 0 0 0

正社員 20 1 1 2 3

契約社員 20 0 0 0 0

派遣社員 20 0 1 1 1

社外人材（ベンダー等） 20 0 0 1 1

その他 20 0 0 0 0

正社員 87 3 5 18 16

契約社員 87 1 2 3 4

派遣社員 87 1 2 3 3

 社外人材（ベンダー等） 86 1 2 4 5

その他 86 1 2 4 2

合計

日系企業

外資系企業
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（ア）で自社における業務集約化をA.実施していると回答した企業

Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

従業員規模 正社員 6 3 4 4 3

1,000人未満 契約社員 6 0 0 1 1

派遣社員 6 0 0 0 1

社外人材（ベンダー等） 6 0 1 2 1

その他 6 0 0 0 0

従業員規模 正社員 6 4 5 13 10

5,000人未満 契約社員 6 0 0 2 3

派遣社員 6 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 6 0 0 1 1

その他 6 0 0 0 0

従業員規模 正社員 6 4 9 12 9

10,000人未満 契約社員 6 0 0 0 1

派遣社員 6 0 2 2 2

社外人材（ベンダー等） 6 0 0 0 1

その他 6 0 0 0 0

従業員規模 正社員 12 8 23 55 46

10,000人以上 契約社員 12 0 0 1 4

派遣社員 12 0 1 3 5

社外人材（ベンダー等） 11 0 0 0 5

その他 11 0 0 0 0

従業員規模合計 正社員 30 3 6 20 23

契約社員 30 0 0 1 2

派遣社員 30 0 0 2 3

社外人材（ベンダー等） 29 0 0 0 2

その他 29 0 0 0 0

日系企業

日系企業

日系企業

日系企業

日系企業
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Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

従業員規模 正社員 5 1 1 2 1

1,000人未満 契約社員 5 0 0 0 0

派遣社員 5 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 5 0 0 0 0

その他 5 0 0 0 0

従業員規模 正社員 1 -- -- -- --

5,000人未満 契約社員 1 -- -- -- --

派遣社員 1 -- -- -- --

社外人材（ベンダー等） 1 -- -- -- --

その他 1 -- -- -- --

従業員規模 正社員 1 -- -- -- --

10,000人未満 契約社員 1 -- -- -- --

派遣社員 1 -- -- -- --

社外人材（ベンダー等） 1 -- -- -- --

その他 1 -- -- -- --

従業員規模 正社員 4 -- 1 -- 1

10,000人以上 契約社員 4 -- 0 -- 0

派遣社員 4 -- 1 -- 1

社外人材（ベンダー等） 4 -- 1 -- 1

その他 4 -- 0 -- 0

従業員規模合計 正社員 13 0 1 2 2

契約社員 13 0 0 0 0

派遣社員 13 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 13 0 0 1 1

その他 13 0 0 0 0

外資系企業

外資系企業

外資系企業

外資系企業

外資系企業
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Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

従業員規模 正社員 11 1 2 4 2

1,000人未満 契約社員 11 0 0 1 0

派遣社員 11 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 11 0 0 1 0

その他 11 0 0 0 0

従業員規模 正社員 7 3 4 10 9

5,000人未満 契約社員 7 0 0 1 3

派遣社員 7 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 7 0 0 3 2

その他 7 0 0 0 0

従業員規模 正社員 7 5 10 14 9

10,000人未満 契約社員 7 0 0 1 1

派遣社員 7 1 2 4 2

社外人材（ベンダー等） 7 0 0 0 0

その他 7 0 0 0 0

従業員規模 正社員 16 1 15 50 34

10,000人以上 契約社員 16 0 0 0 3

派遣社員 16 0 1 2 4

社外人材（ベンダー等） 15 0 0 0 4

その他 15 0 0 0 0

従業員規模合計 正社員 43 1 4 15 16

契約社員 43 0 0 1 2

派遣社員 43 0 0 2 2

 社外人材（ベンダー等） 42 0 0 1 2

その他 42 0 0 0 0

合計

合計

合計

合計

合計
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Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

従業員規模 正社員 9 2 3 5 4

1,000人未満 契約社員 9 0 0 1 1

派遣社員 9 0 0 1 0

社外人材（ベンダー等） 9 0 0 0 0

その他 9 0 0 0 0

従業員規模 正社員 17 5 6 13 10

5,000人未満 契約社員 17 0 1 1 1

派遣社員 17 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 17 0 0 0 0

その他 17 0 0 0 0

従業員規模 正社員 2 -- -- -- --

10,000人未満 契約社員 2 -- -- -- --

派遣社員 2 -- -- -- --

社外人材（ベンダー等） 2 -- -- -- --

その他 2 -- -- -- --

従業員規模 正社員 9 9 20 40 35

10,000人以上 契約社員 9 0 0 4 2

派遣社員 9 0 1 3 2

社外人材（ベンダー等） 9 0 0 4 2

その他 9 0 0 0 0

従業員規模合計 正社員 37 5 6 18 16

契約社員 37 0 0 2 1

派遣社員 37 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 37 0 0 0 1

その他 37 0 0 0 0

（ア）で自社における業務集約化をB.実施していないが今後計画している／C.必要性は感じているが計画されていない／D.必

要性は感じておらず計画されていない　と回答した企業

日系企業

日系企業

日系企業

日系企業

日系企業

Copyright © 2022 Mercer Japan Ltd. All rights reserved.



人事機能実態調査 36

Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

従業員規模 正社員 1 -- -- -- --

1,000人未満 契約社員 1 -- -- -- --

派遣社員 1 -- -- -- --

社外人材（ベンダー等） 1 -- -- -- --

その他 1 -- -- -- --

従業員規模 正社員 2 -- -- -- --

5,000人未満 契約社員 2 -- -- -- --

派遣社員 2 -- -- -- --

社外人材（ベンダー等） 2 -- -- -- --

その他 2 -- -- -- --

従業員規模 正社員 1 -- -- -- --

10,000人未満 契約社員 1 -- -- -- --

派遣社員 1 -- -- -- --

社外人材（ベンダー等） 1 -- -- -- --

その他 1 -- -- -- --

従業員規模 正社員 3 -- -- -- 2

10,000人以上 契約社員 3 -- -- -- 0

派遣社員 3 -- -- -- 1

社外人材（ベンダー等） 3 -- -- -- 1

その他 3 -- -- -- 0

従業員規模合計 正社員 7 1 2 4 4

契約社員 7 0 0 0 0

派遣社員 7 1 1 2 1

社外人材（ベンダー等） 7 0 0 2 1

その他 7 0 0 0 0

外資系企業

外資系企業

外資系企業

外資系企業

外資系企業
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Operation担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

従業員規模 正社員 10 2 3 5 4

1,000人未満 契約社員 10 0 0 1 1

派遣社員 10 0 0 1 0

社外人材（ベンダー等） 10 0 0 0 0

その他 10 0 0 0 0

従業員規模 正社員 19 5 6 16 10

5,000人未満 契約社員 19 0 0 1 1

派遣社員 19 0 0 1 1

社外人材（ベンダー等） 19 0 0 0 0

その他 19 0 0 0 0

従業員規模 正社員 3 -- -- -- 22

10,000人未満 契約社員 3 -- -- -- 2

派遣社員 3 -- -- -- 1

社外人材（ベンダー等） 3 -- -- -- 0

その他 3 -- -- -- 0

従業員規模 正社員 12 5 12 25 27

10,000人以上 契約社員 12 0 0 3 1

派遣社員 12 0 1 2 2

社外人材（ベンダー等） 12 0 0 4 2

その他 12 0 0 0 0

従業員規模合計 正社員 44 0 0 3 4

契約社員 44 0 0 0 0

派遣社員 44 0 0 0 0

 社外人材（ベンダー等） 44 0 0 0 0

その他 44 0 0 0 0

合計

合計

合計

合計

合計
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②HRBP機能の実態調査

HRBP (HR Business Partner) 機能の定義

本パートの設問については、自社単体内でのHRBP機能を前提としてご回答ください

(ア) 自社におけるHRBPの設置状況をご回答ください

回答数 % 回答数 % 回答数 %

A.	設置している 18 23% 15 65% 33 32%

B.	設置していないが今後計画している 10 13% 1 4% 11 11%

C.	必要性は感じているが計画されていない 36 46% 5 22% 41 40%

D.必要性は感じておらず計画されていない 15 19% 2 9% 17 17%

合計 79 100% 23 100% 102 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

A.	設置している 6 27% 2 7% 7 47% 17 49%

B.	設置していないが今後計画している 1 5% 1 4% 2 13% 7 20%

C.	必要性は感じているが計画されていない 10 45% 18 64% 4 27% 8 23%

D.必要性は感じておらず計画されていない 5 23% 7 25% 2 13% 3 9%

合計 22 100% 28 100% 15 100% 35 100%

1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上
従業員規模別

企業戦略・事業戦略に基づいた人事戦略を構築・実行 支援すること、それに必要な問題解決をミッションとし、経営・事業

のパートナーと位置づけられる。HRBPは事業部門・経営などマネジメントの単位ごとに設置され、事業固有の状況・課題に

応じた人材マネジメントを実現することが求められる

資本別
日系企業 外資系企業 合計

Copyright © 2022 Mercer Japan Ltd. All rights reserved.



人事機能実態調査 39

(イ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、HRBPが担当している役割及び

今後担当することを希望されている役割をご回答ください（複数選択）

担当している役割

回答数 % 回答数 % 回答数 %

部門組織設計支援 12 67% 12 80% 24 73%

要員・人件費の計画及び管理サポート 14 78% 11 73% 25 76%

人材要件策定・採用支援 13 72% 15 100% 28 85%

ジョブ定義・配置支援 10 56% 11 73% 21 64%

評価・報酬決定サポート 13 72% 14 93% 27 82%

組織開発・人材育成支援 14 78% 12 80% 26 79%

PIP実施支援 4 22% 12 80% 16 48%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 1 7% 1 3%

回答社数 18 15 33

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

部門組織設計支援 6 100% 1 50% 5 71% 11 65%

要員・人件費の計画及び管理サポート 6 100% 1 50% 6 86% 11 65%

人材要件策定・採用支援 6 100% 2 100% 4 57% 15 88%

ジョブ定義・配置支援 6 100% 1 50% 3 43% 10 59%

評価・報酬決定サポート 6 100% 2 100% 5 71% 13 76%

組織開発・人材育成支援 5 83% 2 100% 5 71% 13 76%

PIP実施支援 4 67% 1 50% 1 14% 9 53%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 0 0% 0 0% 1 6%

回答社数 6 2 7 17

その他コメント

・ 規程改定

10,000人以上

合計

5,000人未満

日系企業 外資系企業

1,000人未満
担当している役割 - 従業員規模別

10,000人未満

担当している役割 - 資本別
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今後希望される役割

回答数 % 回答数 % 回答数 %

部門組織設計支援 6 50% 3 60% 9 53%

要員・人件費の計画及び管理サポート 4 33% 3 60% 7 41%

人材要件策定・採用支援 4 33% 1 20% 5 29%

ジョブ定義・配置支援 7 58% 3 60% 10 59%

評価・報酬決定サポート 4 33% 2 40% 6 35%

組織開発・人材育成支援 6 50% 4 80% 10 59%

PIP実施支援 8 67% 2 40% 10 59%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 1 20% 1 6%

回答社数 12 5 17

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

部門組織設計支援 0 0% 1 50% 3 75% 5 50%

要員・人件費の計画及び管理サポート 0 0% 1 50% 2 50% 4 40%

人材要件策定・採用支援 0 0% 0 0% 2 50% 3 30%

ジョブ定義・配置支援 0 0% 1 50% 3 75% 6 60%

評価・報酬決定サポート 0 0% 0 0% 2 50% 4 40%

組織開発・人材育成支援 1 100% 0 0% 4 100% 5 50%

PIP実施支援 0 0% 1 50% 3 75% 6 60%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 0 0% 1 25% 0 0%

回答社数 1 2 4 10

その他コメント

・ 人員の定着

5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上
今後希望される役割 - 従業員規模別

1,000人未満

日系企業 外資系企業
今後希望される役割 - 資本別

合計
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(ウ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、HRBPの担当者数をご回答ください

※フルタイム勤務者を1人とし、兼務者・時短者のカウントについては、概算でご回答ください

HRBP担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

本部長層 16 0 0 1 1

部長層 16 0 2 3 3

課長層 16 3 5 12 8

一般層 16 0 6 9 20

本部長層 15 0 1 1 1

部長層 15 0 0 1 0

課長層 15 0 0 2 1

一般層 15 0 0 1 1

本部長層 31 1 1 1 1

部長層 31 1 3 3 3

課長層 31 2 4 8 7

一般層 31 4 6 11 22

(エ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、HRBPのレポートラインをご回答ください

回答数 % 回答数 % 回答数 %

A. 所属事業の上位層へレポート 4 22% 1 7% 5 15%

B. 人事部の上位層へレポート 6 33% 9 60% 15 45%

C. 両方へレポート 8 44% 5 33% 13 39%

合計 18 100% 15 100% 33 100%

合計

日系企業

外資系企業

合計

回答
日系企業 外資系企業
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(オ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、HRBP機能を運営されている中での課題認識と

今後HRBPの設置/役割の拡大を進めていく上での課題認識をご回答ください（自由記述）

HRBP機能を運営されている中での課題認識

＜HRBPの運営体制＞

・HRBPの機能役割を人事部長が全て担っているので負担が大きい。Deligationやサポートできる人事部員が必要

・HRBP一人当たりの担当範囲（人数）の決め方

＜その他＞

・HRBPの育成。HRBPの付加価値向上

・ジョブ型人事制度を本格展開する中でHRBPの役割が大きく変わってくる。すでにその役割を担える人材もいるが、ジュニアな層につ

いてはオペレーション業務や労働安全衛生などの業務に忙殺されており、HRBPの頭数はいるが、capabilityとcapacityがあっていな

い

・事業本部におけるHRBP機能の強化

・事業毎にHRBPを設置しているため、横串機能が活用しにくい

・事業会社と兼務担当を設置している。それぞれの事業会社の事業戦略に特化した人事戦略・人事施策等の企画立案・遂行がで

きている状況にはない

・BUごとサポート実施する比重の差（BUHeadのHRの活用度に左右されがち）

・COEの一つである採用担当者がシンガポールにいるため地政学的な観点でのサポートの限界に加え、言語上のサポート限界が存在

してしまっている。そのためHRBPの職務の相当部分を採用サポートに費やしてしまっている

・課題よりBenefitの方が多いです。

従来のいわゆる人事部が行う業務の多くはアウトソースできますが、HRBPの業務は会社のコアになる役割です

・HRBPの持っているOperationを標準化し、人事の他の機能にアウトソースすることでHRBPの本来役割にシフトしていくこと

・HRBPとはいえ、現場が強く、採用担当のようになっているきらいがある

・異動、評価、育成の全場面で事業のロジスティクスをサポートするオペレーターとなってしまいがち。事業戦略や事業計画を理解して

おらず要員計画を策定さえしていないケースも散見

＜HRBP人材のケイパビリティ強化＞

・Business Acumen の強化。Finance知識の強化

＜HRBPの役割定義＞

・そもそものHRBPの役割定義が不明確である

・オペレーションを一部担いながらBPを行っている現状がある

・HR機能の範囲をどこまでとするのか。BPとしての業務の切り分け方が難しい

・契約書管理等、人事業務に付随する様々な業務をどのようにHRBPから切り離すか
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今後HRBPの設置/役割の拡大を進めていく上での課題認識

＜その他＞

・ グループ全体の人事機能について、人事部に集約し子会社と兼務とするか、子会社に配置して人事部と兼務とするか等、当社グループのミッション・ビジョン実現にとってどのような姿であるべきか、検討を開始している状況にある

・ 中期計画、ビジョン策定

・ 事業戦略、事業計画、生産性を意識した要員ポートフォリオ設計を行う事業の戦略パートナーにならなければならない。しかし、人

のケーパビリティの問題、組織構造の問題（事業が人事に対してサービス提供を求めがち、事業が上の立場に立ちがち）から実現は

簡単ではない

・ 人材不足

＜組織としてのHRBPの役割に対する理解＞

・ 人事業務に関わる人の業務の方向性や意識を統一すること

・ 事業部門の理解度・認知度が低いのでHRBPの役割を理解してもらう事、各事業部門で直面している課題や問題点等をHRBP

に迅速に共有できる様にする枠組みなど構築する事が必要

・ HRBPの役割変化や行動変容について納得し、事業リーダーのパートナーになれるような意識醸成とスキル強化を図っていくこと

・ どこまで何を期待するか／ボトムラインとしてどこまで知識を要求するか

＜HRBP人材の不足＞

・ HRBP人材の不足と部門のHRBPの理解（まだ一つの部門で開始したところ）

・ CoEおよびHRBPの両軸の知識・経験を持つ人材の育成（どちらか一方のみの知見では不十分）

・ HRBPのスキル、マインドセットの変革

・ Operationの仕事を排しHRBPの仕事に集中できるようにする

・ ローカル担当を配置した上でHRBPの職務内容の適正化を進める

・ シェアード機能とBP機能の役割の再定義が必要

・ HRBPと各リーダーシップとの関係構築／HRBPの役割と重要性の理解の浸透（未だにHRはオペレーション機能中心であるといっ

た考えが残っている）

・ 契約書管理等、人事業務に付随する様々な業務をどのようにHRBPから切り離すか／各事業部門とのコミュニケーションの場の創

出

・ ビジネス視点とHR視点が相反する場合のバランスをどのようにとっていくか。またそうした決断を誰が担うべきかの役割分担

＜HRBPの役割定義＞
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(カ) （ア）でB.設置していないが今後計画している/C.必要性は感じているが計画されていないと回答頂いた場合、

今後HRBPに期待する役割をご回答ください（複数選択）

今後希望される役割

回答数 % 回答数 % 回答数 %

部門組織設計支援 27 60% 3 50% 30 59%

要員・人件費の計画及び管理サポート 39 87% 3 50% 42 82%

人材要件策定・採用支援 31 69% 2 33% 33 65%

ジョブ定義・配置支援 29 64% 1 17% 30 59%

評価・報酬決定サポート 29 64% 3 50% 32 63%

組織開発・人材育成支援 40 89% 4 67% 44 86%

PIP実施支援 14 31% 0 0% 14 27%

その他（詳細をご記載ください） 1 2% 1 17% 2 4%

回答社数 45 6 51

その他コメント

・ 現時点ではHRBP組織を設置しておらず、上記役割は人事担当が担っている

・ 当社は機能別組織（開発、製造、営業、管理）に分かれている為、HRBPを機能別組織に配置する意義が今一つ不明。及び

社員数・規模からも専任のHRBPが必要か疑問

回答
日系企業 外資系企業 合計
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(キ) （ア）でB.設置していないが今後計画している/C.必要性は感じているが計画されていないと回答頂いた場合、

今後HRBPの設置/役割の拡大を進めていく上での課題認識をご回答ください（自由記述）

・ 事業へのＫＰＩの設定

・レポートラインや人件費負担の調整

・ 各事業部門の幹部のHRパートナーとなれるだけの経験・識見を持った人材が不足している

＜その他＞

・ マネジメントの期待値と配賦コストの認識合わせが一致していない点

・ HR領域のマンパワー不足／経営層の理解不足／完全子会社であることから親会社の方針に引っ張られ独自の施策を構築しにく

い

・ 運営方法、コスト

・ 人材育成

・ スキルを備えた人材が社内にはいない

・ 人事部門の増員

・ HRBPを担える人材の確保と育成

・ 人事パーソンの専門知識向上、ビジネスや事業に対する深い理解、事業責任者と対等にコミュニケーションできるスキル・信頼関係

をどう高めていけるか

・ 人事人材の量と質の獲得

・ HRBPの事業理解

・ 専門スキル・知識を持った人材不足／人事や人材に関する担当部門の意識改革

・ HRBP立上げのためのリソース確保、HRBPの役割明確化・育成

・ 各事業の個別事情や専門知識を把握・保有する現状の事業部人事担当者の機能強化によりHRBPを担わせる形が適当と考え

るが、当該担当者は異動により事業部人事と本業（現場など事業サイド）との入替が頻繁に生じるため、HRの専門性が身に付き

づらい

・ HRBPの実施、運用するメンバーの調達

・ 担当者の教育

・ 対応できる人材の確保／組織における必要性の醸成

・ 経営・人事・社員が目的や課題を共有できていない。他の課題も山積しており、手つかずになっている。

・ 人事の在り方についての人事部内、会社内の認識のばらつき

・ 社内認知度の向上、必要性の理解促進。

＜HRBP人材の確保・育成＞

＜経営層を含む組織内での必要性理解＞

・ 経営層、部門との合意形成

・ 経営層が必要性を感じていない

・ HRBPの設置に対する経営陣の理解

・ HRBPの必要性を経営層含めて認識してもらうことから始めないといけない。
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③CoE機能の実態調査

CoE機能の定義

本パートの設問については、自社単体内でのCoE機能を前提としてご回答ください

(ア) 自社におけるCoEの設置状況をご回答ください

回答数 % 回答数 % 回答数 %

A.	設置している 27 35% 10 43% 37 37%

B.	設置していないが今後計画している 6 8% 3 13% 9 9%

C.	必要性は感じているが計画されていない 31 40% 3 13% 34 34%

D.必要性は感じておらず計画されていない 14 18% 7 30% 21 21%

合計 78 100% 23 100% 101 100%

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

A.	設置している 3 14% 10 36% 5 36% 18 51%

B.	設置していないが今後計画している 3 14% 2 7% 1 7% 3 9%

C.	必要性は感じているが計画されていない 7 32% 12 43% 6 43% 9 26%

D.必要性は感じておらず計画されていない 9 41% 4 14% 2 14% 5 14%

合計 22 100% 28 100% 14 100% 35 100%

5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上
従業員規模別

1,000人未満

要員計画、報酬、採用、人材開発、育成等の各人材マネジメント領域の専門家集団とされ、ナレッジの集積を行い、それ

に基づき、戦略実現のための人材マネジメント施策の立案、人事制度、ポリシーの策定、施策定着・統制のためのモニタリン

グ、中央人事として実施すべき施策（タレントマネジメント、人材育成等）の企画・実行が主な役割となる

資本別
日系企業 外資系企業 合計
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(イ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、CoEが担当されている役割及び

今後担当することを希望されている役割をご回答ください （複数選択）

担当されている役割

回答数 % 回答数 % 回答数 %

全社戦略に基づく人材ポートフォリオの構築 14 56% 2 22% 16 47%

新卒＋中途採用プログラムの企画 21 84% 7 78% 28 82%

タレントマネジメント施策設計・運用 19 76% 5 56% 24 71%

外部ベンチマークを踏まえた報酬ガイドラインの定義 14 56% 6 67% 20 59%

21 84% 6 67% 27 79%

タレントマネジメントに連動した研修プログラムの開発 20 80% 4 44% 24 71%

全社単位でのデータ集計・分析 15 60% 7 78% 22 65%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 0 0% 0 0%

回答社数 25 9 34

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

全社戦略に基づく人材ポートフォリオの構築 1 33% 2 22% 3 60% 10 63%

新卒＋中途採用プログラムの企画 3 100% 8 89% 4 80% 13 81%

タレントマネジメント施策設計・運用 2 67% 7 78% 3 60% 11 69%

外部ベンチマークを踏まえた報酬ガイドラインの定義 2 67% 5 56% 3 60% 9 56%

3 100% 7 78% 5 100% 11 69%

タレントマネジメントに連動した研修プログラムの開発 2 67% 7 78% 3 60% 12 75%

全社単位でのデータ集計・分析 3 100% 5 56% 3 60% 11 69%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

回答社数 3 9 5 16

その他コメント

回答なし

5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上

パフォーマンス・能力開発を重視した評価制度の構築・

運営

担当されている役割 - 従業員規模別
1,000人未満

パフォーマンス・能力開発を重視した評価制度の構築・運営

日系企業 外資系企業 合計
担当されている役割 - 資本別
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今後希望される役割

回答数 % 回答数 % 回答数 %

全社戦略に基づく人材ポートフォリオの構築 10 59% 7 88% 17 68%

新卒＋中途採用プログラムの企画 4 24% 4 50% 8 32%

タレントマネジメント施策設計・運用 7 41% 5 63% 12 48%

外部ベンチマークを踏まえた報酬ガイドラインの定義 13 76% 4 50% 17 68%

6 35% 3 38% 9 36%

タレントマネジメントに連動した研修プログラムの開発 6 35% 5 63% 11 44%

全社単位でのデータ集計・分析 13 76% 3 38% 16 64%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 1 13% 1 4%

回答社数 17 8 25

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

全社戦略に基づく人材ポートフォリオの構築 1 50% 6 86% 3 100% 6 50%

新卒＋中途採用プログラムの企画 0 0% 1 14% 1 33% 5 42%

タレントマネジメント施策設計・運用 1 50% 1 14% 3 100% 7 58%

外部ベンチマークを踏まえた報酬ガイドラインの定義 0 0% 5 71% 3 100% 9 75%

0 0% 2 29% 1 33% 6 50%

タレントマネジメントに連動した研修プログラムの開発 1 50% 2 29% 3 100% 4 33%

全社単位でのデータ集計・分析 0 0% 3 43% 3 100% 9 75%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 0 0% 0 0% 1 8%

回答社数 2 7 3 12

その他コメント

・ 派遣スタッフの採用

パフォーマンス・能力開発を重視した評価制度の構築・

運営

今後希望される役割 - 従業員規模別
1,000人未満 5,000人未満 10,000人未満 10,000人以上

日系企業 外資系企業 合計

パフォーマンス・能力開発を重視した評価制度の構築・運営

今後希望される役割 - 資本別
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(ウ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、CoEの担当者数をご回答ください

※フルタイム勤務者を1人とし、兼務者・時短者のカウントについては、概算でご回答ください

HRBP担当者数 回答数 25P 50P 75P Mean

本部長層 23 0 1 1 1

部長層 23 1 1 3 2

課長層 23 2 3 7 6

一般層 23 3 7 16 20

本部長層 10 0 0 1 0

部長層 10 0 0 1 0

課長層 10 0 1 2 1

一般層 10 0 2 2 2

本部長層 33 1 1 2 1

部長層 33 1 1 2 3

課長層 33 2 3 5 5

一般層 33 2 5 14 18

日系企業

外資系企業

合計
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(エ) （ア）でA.設置していると回答頂いた場合、CoE機能を運営されている中での課題認識と

今後CoEの設置/役割の拡大を進めていく上での課題認識をご回答ください（自由記述）

CoE機能を運営されている中での課題認識

・ 各本部への人事施策の落とし込み、パイプラインが不足

・ KPI設定

＜その他＞

・ CoEとHRBPの区別をしておらず、旧来の”人事部”としての機能で運営している

＜HR組織内での連携＞

・ HRBPやオペレーション機能との意識の統一

・ 採用組織のHRBPとの連携不足、採用の知見を現場の人材要件定義に生かし切れていない

・ タレントマネジメント組織が空中戦のみで現場リアリティのある施策とオペレーションをできない。タレマネ組織が打つ施策を実装して運

用するのはHRBPに丸投げになりがち

・ Center of Excellence からHRBPに異動するなどのキャリアパスを意識し、あまり長い期間Center of Excellenceに保持してし

まうと、Business Acumenの感覚が鈍ってしまいがちになる

・ CoEについてはすべての機能が海外ないし本社にあるため日本独自の対応はなかなか取れない。しかしながら日本語で対応した方

が効率的な採用活動や研修実施があることも事実である

・ 質量含めて適切な要員配置になっていない／COEにもかかわらずオペレーション業務も残存している

・ HRBP機能が整っていないため、人事施策の組織浸透も一部担当

・ 機能としてはあるが、期待される動きはできていない。人事制度改革を行うだけで手いっぱいの状態

・ サポートを手厚く、迅速にするためにさらに要員を増やす必要がある／人員バランスが高齢者よりのため、人員バランスの是正を含め

た配置が必要

・ CoEの知識不足

・ 人材育成

・ CoEを担う人材のパイプラインの強化

・ 戦略機能が弱い、戦略策定ケーパビリティのある人材が極小。構造化抽象化が苦手な人材が多く、組織としてのケーパビリティが高

まっていない。専門家集団として事業からの敬意を得られない。

＜CoE人材の不足＞

・ CoE機能を担う人材の育成・現場理解、施策を進める上での社内連携

＜HR他機能との役割分担＞

・ HRBP機能への移行方法と役割と権限整理、並びにグループ会社の仕分け

・ OPとの境界線整理
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今後CoEの設置/役割の拡大を進めていく上での課題認識

・ 専門組織でタコツボ化し、現場での活用実態などを把握していない浮いた組織にならないような運営

・ 経営課題と人事施策のタイムリーな結びつき

・ 事業部門の戦略上の適格なニーズ把握

・ 中期計画、ビジョン

・ 経営層との課題認識レベル共有および課題に対する体制強化

＜その他＞

・ COEとして必要なスキルと現有人材のスキルギャップが大きいので、その認識醸成をするとともにリスキルを早期実現していくことが必

要。また、HRBPや事業リーダーに対して人事アジェンダに関する変革をリードしていく役割だが、それをファシリテーションしていくだけのソ

フトスキルの強化が必要

・ 経営方針との連携、タイムリーな展開／Dx推進による工数削減、データ管理／海外子会社と伍してやっていける国内人財育成

・ CoE機能役割を担える人材がいないので、人事部内で育成を進める事が必要

・マーケットトレンドなどの外部視点と、全社最適視点と、現場リアリティ・個別最適視点を統合しながらも、最適なバランスで実行でき

る戦略戦術を打ち出すケーパビリティの獲得

・ 現場から頼られる専門性の獲得

＜CoE人材の育成＞

・ 言語バリアだけではなく、マーケット特性への理解の深化

・ 全社的な人事系人材の不足

・ 人材育成

・ CoEおよびHRBPの両軸の知識・経験を持つ人材の育成（どちらか一方のみの知見では不十分）

・ 職場との距離によるファクトファインディングの難しさと距離が近くなることによる客観性の確保

＜HR他機能との役割分担＞

・ オペレーション機能との整理、並びにマインドセット、育成計画の変更

・ CoE / HRBP / OPE の機能の切り分け

・ HRBPとの機能分担を明確にした上で体制を強化する
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(オ) （ア）でB.設置していないが今後計画している/C.必要性は感じているが計画されていないと回答頂いた場合、

今後CoEに期待する役割をご回答ください（複数選択）

今後希望される役割

回答数 % 回答数 % 回答数 %

全社戦略に基づく人材ポートフォリオの構築 35 95% 2 33% 37 86%

新卒＋中途採用プログラムの企画 17 46% 0 0% 17 40%

タレントマネジメント施策設計・運用 35 95% 3 50% 38 88%

外部ベンチマークを踏まえた報酬ガイドラインの定義 22 59% 3 50% 25 58%

30 81% 4 67% 34 79%

タレントマネジメントに連動した研修プログラムの開発 27 73% 4 67% 31 72%

全社単位でのデータ集計・分析 27 73% 1 17% 28 65%

その他（詳細をご記載ください） 0 0% 2 33% 2 5%

回答社数 37 6 43

その他コメント

・ 本社機能との連携

回答
日系企業 外資系企業 合計

パフォーマンス・能力開発を重視した評価制度の構築・運営
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(カ) （ア）でB.設置していないが今後計画している/C.必要性は感じているが計画されていないと回答頂いた場合、

今後CoEの設置/役割の拡大を進めていく上での課題認識をご回答ください（自由記述）

・ 人事メンバーの専門知識・経験不足をどうカバーしていくか？

・ 対応スキルを持った人材確保

・ 人材不足

・ 人員不足

・ 要員および工数の枠を増やすこと。オペレーションの延長でなんとか対応しているのが現状

・ 人事の増員

・ 専門スキル・知識・経験を持った人材不足

・ そもそもCoEを担えるような人事のプロフェッショナル人材を社内に有していない

・ 量・質ともに業務を遂行できる人材が不足している

・ 通常業務のウェイトが高く、専門組織（人材）として分離する事が困難

・ 機能および役割分担等の組織設計／人材不足

・ 規模の小さな会社である場合　Operation,HRBP,CoEの役割を一人が何役も行う状況下、現状の要員内で役割の分配、協働

をどのように実現するかが課題

・ オペレーション部隊との分離。独立して動ける体制づくり

・ 評価手法や能力開発の項目・プロセス等の標準化

・ グループ会社間の制度の統一。

グループ間人材交流の活性化と、その場合のグループ間報酬水準格差。

・ 経営層の理解

・ 経営層が必要性を認識することが必要

・ 完全子会社、事業規模・従業員規模的に本社部門での施策としての理解を得にくい

・ 企業規模からみて、新たに新設すべきか判断しかねる。（既存の人事部門での対応も視野に）

・ 人財、必要性の周知、DX

・ 現状のシェアード人事の中で「ついで」にCoE機能を担おうとしている。明確なCoEと、オペレーション（シェアード人事）を同一部

門、物理的にひとつの場所で従事させる場合のモチベーションは課題となる。
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5. 参加企業一覧

※五十音順

企業名 企業名（カナ）

1 株式会社ispace アイスペース

2 アイロボットジャパン合同会社 アイロボットジャパン

3 株式会社青山製作所 アオヤマセイサクショ

4 株式会ACESS アクセス

5 アサヒグループホールディングス株式会社 アサヒグループホールディングス

6 あすか製薬ホールディングス株式会社 アスカセイヤクホールディングス

7 アフラック生命保険株式会社 アフラックセイメイホケン

8 伊藤忠プラスチックス株式会社 イトウチュウプラスチックス

9 稲畑産業株式会社 イナバタサンギョウ

10 株式会社インターネットイニシアティブ インターネットイニシアティブ

11 エア・ウォーター株式会社 エアウォーター

12 エイヴィエルジャパン株式会社 エイヴィエルジャパン

13 株式会社ADワークスグループ エーディーワークスグループ

14 株式会社エーピーコミュニケーションズ エーピーコミュニケーションズ

15 NRIプロセスイノベーション株式会社 エヌアールアイプロセスイノベーション

16 NYKバルク・プロジェクト株式会社 エヌワイケーバルク・プロジェクト

17 株式会社荏原製作所 エバラセイサクショ

18 Ericsson Japan エリクソンジャパン

19 株式会社大林組 オオバヤシグミ

20 オリエンタルモーター株式会社 オリエンタルモーター

21 カシオ計算機株式会社 カシオケイサンキ

22 ＫＹＢ株式会社 カヤバ

23 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 カルチュアコンビニエンスクラブカブシキカイシ

24 株式会社きらぼし銀行 キラボシギンコウ

25 株式会社クーバー・コーチング・ジャパン クーバーコーチングジャパン

26 クレイトンポリマージャパン株式会社 クレイトンポリマージャパン
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※五十音順

企業名 企業名（カナ）

27 コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社 コカコーラボトラーズジャパン

28 株式会社KOKUSAI ELECTRIC コクサイエレクトリック

29 国際紙パルプ商事株式会社 コクサイカミパルプショウジ

30 コンチネンタル・オートモーティブ㈱ コンチネンタル・オートモーティブ・コーポレーション

31 サイボウズ株式会社 サイボウズ

32 株式会社サカタのタネ サカタノタネ

33 サムスン電子ジャパン株式会社 サムスンデンシジャパン

34 ザルトリウス・ジャパン株式会社 ザルトリウス・ジャパン

35 山九株式会社 サンキュウ

36 サンドビック株式会社 サンドビック

37 JSR株式会社 ジェイエスアール

38 株式会社JSP ジェイエスピー

39 塩野義製薬株式会社 シオノギセイヤク

40 株式会社資生堂 シセイドウ

41 株式会社SHIFT シフト

42 新光商事株式会社 シンコウショウジ

43 株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス スクウェア・エニックス・ホールディングス

44 住友重機械工業株式会社 スミトモジュウキカイコウギョウ

45 住友理工株式会社 スミトモリコウ

46 積水ハウス株式会社 セキスイハウス

47 ゾエティス・ジャパン株式会社 ゾエティス・ジャパン

48 第一化成株式会社 ダイイチカセイ

49 大日本印刷株式会社 ダイニッポンインサツ

50 太陽誘電株式会社 タイヨウユウデン

51 月島機械株式会社 ツキシマキカイ

52 DIC株式会社 ディーアイシー
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※五十音順

企業名 企業名（カナ）

53 株式会社ＴＳＩホールディングス ティーエスアイホールディングス

54 DKSHジャパン株式会社 ディーケーエスエイチジャパン

55 ｄＳＰＡＣＥ　Ｊａｐａｎ株式会社 ディースペースジャパン

56 株式会社TBK ティービーケイ

57 デマント・ジャパン株式会社 デマント・ジャパン

58 東京応化工業株式会社 トウキョウオウカコウギョウ

59 東京海上日動システムズ株式会社 トウキョウカイジョウシステムズ

60 株式会社東京精密 トウキョウセイミツ

61 東洋アルミニウム株式会社 トウヨウアルミニウム

62 東洋インキSCホールディングス株式会社 トウヨウインキエスシーホールディングス

63 株式会社トピア トピア

64 ナブテスコ株式会社 ナブテスコ

65 株式会社日本触媒 ニッポンショクバイ

66 株式会社日本デザインセンター ニッポンデザインセンター

67 日本ベクトン・ディッキンソン株式会社 ニッポンベクトン・ディッキンソン

68 日本メナード化粧品株式会社 ニッポンメナードケショウヒン

69 日本企画株式会社 ニホンキカク

70 日本光電工業株式会社 ニホンコウデンコウギョウ

71 日本ジョン・クレーン株式会社 ニホンジョン・クレーン

72 日本電産株式会社 ニホンデンサン

73 日本電波工業株式会社 ニホンデンパコウギョウ

74 日本ハウズイング株式会社 ニホンハウズイング

75 日本ハネウェル株式会社 ニホンハネウェル

76 株式会社ノーリツ ノーリツ

77 バイオトロニックジャパン株式会社 バイオトロニックジャパン

78 ハスクバーナ・ゼノア株式会社 ハスクバーナ・ゼノア
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※五十音順

企業名 企業名（カナ）

79 パナソニックコネクト株式会社 パナソニックコネクト

80 ハノンシステムズ・ジャパン株式会社 ハノンシステムズ・ジャパン

81 阪和興業株式会社 ハンワコウギョウ

82 PECホールディングス株式会社 ピーイーシーホールディングス

83 日野自動車株式会社 ヒノジドウシャ

84 BIPROGY株式会社 ビプロジー

85 株式会社フジクラ フジクラ

86 不二製油グループ本社株式会社 フジセイユグループ

87 ブラザー工業株式会社 ブラザーコウギョウ

88 株式会社堀場製作所 ホリバセイサクショ

89 ホロジックジャパン株式会社 ホロジックジャパン

90 株式会社ホンダロジスティクス ホンダロジスティクス

91 株式会社牧野フライス製作所 マキノフライスセイサクショ

92 ミズノ株式会社 ミズノ

93 株式会社ミルボン ミルボン

94 メルク株式会社 メルク

95 山下ゴム株式会社 ヤマシタゴム

96 株式会社山田製作所 ヤマダセイサクショ

97 株式会社ユーグレナ ユーグレナ

98 株式会社ユーザベース ユーザベース

99 リガク・ホールディングス株式会社 リガク・ホールディングス

100 株式会社LIXIL 知多工場 リクシル チタコウジョウ

101 株式会社リクルート リクルート

102 株式会社リミックスポイント リミックスポイント

103 リンナイ株式会社 リンナイ
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